
2 () 2 4年11月21 B 9時07分 鱈賛詞謬冒

令和 5年（行ウ）第 29 9号、令和 5年（ワ）第 17 3 6 4号

若年成人被選挙権剥菩違憲確認等請求事件

原 告 能條桃子ほか 5名

被告国

準備書面(3)

N 0, 1 6 6 8 P, 2 

副本

令和 6年11月21日

東京地方裁判所民事第 2部Cd係御中

被告指定代理人 荒木

小西俊

山城道

守

安藤公

小堀陽

-1 -



2 () 2 4年11月21 E 9時1)7分 舷蒻局塁欝
^
4
E

J
 ，

 

「

l
fり

り6
 

6
 

，
 

，
 。z 

（目次）

第 1 本件各確認の訴えはいずれも不適法であること 4
 1 はじめ！ご ........,.,,.,,,,,,,,,,,,.........................,.,,.,,,,,,,,,,...................... 4 

2 本件地位確認0)訴えが不適法であるごと " " "………………… •,..,"",..9,.,•5 

3 本件違法確腔の訴えが不適法であること ・・・"" "ヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..,..,.''9

第2 被選挙権の憲法上の位置づけに係る原告らの主張の誤り 14 

1 はじめに ．．．．．．．．．．．．．．，．..............,..、..................,...,.,.9 9 9 9 9 9 9 9 9 'ヽ'、、、,.....・・・ 14 

2 選挙権の資格年齢と被選挙権の資格年齢が一致することは、憲法上の要請で

はなし）こと ・"'"'"""""ヽ,,,,,....................,,.,,.,,,,,,,,ヽ..........................15 

節 3 本件各規定は、悪法 14条 1項及び44条ただし書に速反するものではない

17 

1 本件各規定が憲法 I4条 1項及び44条ただし書に違反するものではないご

とは、本件各規定が憲法 15条等に違反しない旨のごれまでの被告の主張を踏

まえれば明らかであること ・・胃●● ●胃．．．．．．．．．．，＂．．．．．，．．．，．'''● 9 9 9 9,...... " • • • ＂・・・胃● ●胃胃，．・..17 

2 町村総会の有無に基づく区別は、原告らの権利利益に何ら関係するものでは

ないから、本件において問題となることはないこと ………．，．． 9，.,..9999999●9,、18

第4 最高裁平成 I7年判決が用いた判断枠組み（違意審歪基準）が本件にも適用さ

れるとする原告らの主張に理由がないこと

1 原告らは被告の主張を正解していないごと …•'"""""'""'•…••…·…….. 20 

2 最高裁平成 17年判決や最商裁令和 4年判決の事案は、いずれも本件と事案

を異にするものであること ．．．．．．．，．． 9，. 9 9 9 ● 9 9 9 9 9 9 9 9 9，．胃胃●● " ".. ", ".. " ".,...... 9 9 9 9,.,..,., • 2 1 

第5 諸外国の状況に関する原告らの主張に理由がないこと 24 

1 原告らの主張 ・囀•.............,,,,,,.,,..,....;.............................,.....,.● ● 9 9 9 9 • • 24 

2 被告の反論 ．．．．．．．，．． 9，. 9 9 9 9 9,.. 9 9,........................... 尋 9,...,.... 9 9 9,... 9 • • • • • • • • • • • 2 5 

第 6 被選挙権の年齢亜件において社会経験から出てくる思慮と分別に着目したこ

とは、 「思い込みと偏見に依拠したもの」ではないごと 25 

-2 -



2024年11月21 B 9時07分 舷鰭月闘憬 N0,1 6 6 8 P, 4 

1 原告らの主張 ．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．........囀.......,...,.,..,"" " " " "●,,,............ 25 

2 被告の反論 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.............,.....,......,.,ヽ 1●,....................... z5 

第7 町村総会の構成員となる資格があるとされることは、市町村議会の識員とな

る資格があることを裏付けるものではないこと • 21 

・1 原告らの主張 ....● ●,..,..''・ • • ・...,.,...... ・・・・・'.・・・・・・・・・・・・......... ・・・・・・・・・・・・・・・・., • ・・・27 

2 被告の反論 ，'''● ● 9,....,..................................,.,..,. 9 1 9 9 9 9 9 1 9 9 9 1 9 1 9 9 9 1 9 9 1 9,.., • 21 

第8 結語 29 

-3 -



2 () 2 4年11月21 B 9時07分 鱈賛詞謬冒 L
C
,J

 ，
 

f

l
f
 

｝^い＂・6
 

6
 

，
 立z

 

披告は、本準備書面において、本件地位確認の訴え及び本件違法確認の訴え（以

下、ごれらを併せて「本件各確認の訴え」という(I)に係る本案前の主張を補充す

る（後記第 1)とともに、原告らの 20 2 4年（令和 6年） 5月31日付け第 3準備書

面、同年 8月29日付け第4準備書面、同日付け第 5準備普面、同日付け第 6準備

魯面、同日付け第 7準備書雁、同年 9月9日付けl司日付け第 8準備書面及び同年 9

月25日付け第 9準備書面（以下、各表題に沿って「原告第 3準備書面」などとい

う。）における各主張に対し、必要と認める範囲で反論する（後記第 2以下）。

なお、略語等ぱ本準備岩面において新たに用いるもののほか、従前の例による。

第 1 本件各確認の訴えはいずれも不適法であること

1 はじめに

原告ら 2名は、 「本訴は、被告である国が、公職選挙怯を改廃しないこと

（中略）の是正を求めるもの」であるとし（訴状• 5ページ）、本件地位確認の訴

えにおいて、 「本件規定（引用者注：公職選挙法 10条 1項3号ないし 5号を

いう。以下同じ心）は違惹無効であるから、原告らは次回の統一地方選挙にお

いてそれぞれ椒選挙権を行使することのできる地位にあるJと主張し（訴状・

4 2ページ）、本件違法確認の訴えにおいて、 「被告が、次回、すなわち口頭

弁論終結後最初の続ー地方選挙までに本件規定を改廃しないことにより、原

告能條らに当骸統一地方澤挙におけろ地方閥会謙員選挙及び都道府県矧事涸

挙における被選挙権を行使させないことは、意法に違反する」と主張すること

から（訴状． 44ページ）、本件各確認0)訴えは、いずれも、立法府がある法律

についての立法義務を負うにもかかわらず、その法律に必要な規定が設けられ

ていないことを理由に提起された公法上の法律関係に関する確認の訴え（行政

事件訴訟法4条後段）であると整理されるも

しかしながら、本件各確認の訴えは、いずれも、原告ら 2名の具体的な権利

義務ないし法律関係の存否に関わるものとはいえないから、法律上の争訟性を
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欠くし、また、原告ら 2名の権利ないし法律上の地位に現実的な危険や不安か

存在するともいえないから、確認の利益も欠ぎ不適法である。

以下、詳述する。

2 本件地位確蕊の訴えが不適法であること

(1) 本件地位確謬の訴えは、法律上の争訟性を欠き、不適法であること

以下のとおり、本件地位確認の訴えは、原告ら 2名の具体的な権利義務な

いし法律関係の存西に関わるものとはいえず、法律上の争訟性を欠く。

ア 木件地位確認の訴えは、公選法 10条 1項4号、 5号を合憲的に解釈し

たり、上記各号が憲法の規定に違反して無効とされたりしたとしても禅＜

ことのできない地位の確認を求めるものであり、法律上の争訟性を欠く：：

と

(7) 本件地位確認の訴えは、原告ら 2名において，被選挙権を有する者の

年齢を定めた公選法 10条1項4号、 5号の各規定が、憲法 14条 1項、

1 5条 1項、同条 3項、 2 2条 1項、 44条ただし翡｀ 9 2条及び93 

条などに遥反すると主張し、原告ら 2名が、次回惰布ー地方選挙Jにお

ける神奈川県矧事ないし都留市譲会巖員の各選挙において、被選挙権を

行使することができる地位にあるごとの確認を求めるものである（訴状

• 5及び6ページ、原岩第 9準備書誦）。

(1)被選挙権者の有すろ立候補の自由は、照法上保障されている権利では

あるが、憲法上、被選挙権については、憲法44条が、国会議員に関し

て、 「両識院の議員（中酪）の資格は、法律でこれを定める。但し、人種、

信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によって差別して

はならない。」と規定するのみであって、．原告ら 2名が問題視する年齢

婆件については何らの定めもない（選挙権について「成年者による普通

選挙を保障する口」（意法 15条 3項）とされているのとは異なる。）。

そして、公選法 10条 1項柱書きは、被選挙権を有する者の年齢につ
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いて、 「日本国民は．左の各号の区分に従い、それぞれ当該議員又は長

の被選挙権を有する。」と規定し、 「都道府県知事については年齢満 3

0年以上の者」（同項4号）， ［市町村の議会の議員についてはその選挙

権を有する者で年齢洲 25年以上の者」（同項 5号）と規定するり

以上のような窯法及び公選法の規定を踏まえれば、仮に、原告ら 2名

の主張のとおり、公選法 10条 1項4号、 5号が憲法の諸規定に違反し、

逢憲無効であったとしても、被選挙権を有する者の貨格のうち、年齢に

関する規定が不存在となるだけであり、既存の窓法及び公選法を路まえ

ても、原告ら 2名の都道府県知事選挙ないし市町村猫会議員選挙の被泄

挙権という法的地位を導き出せるものではない結局のところ、原告ら

2名に都道府県知事選挙ないし市町村議会謙員選挙の被選挙柿が認めら

れるためには、原告ら 2名の年齢に達した者がかかろ被選挙権を有する

旨の法改正が必要なのである。

この点については、原告ら 2名も、 「原告らが究極的に求めているの

は被選挙権年齢0)引き下げであり，その抜本的な解決のためには立法の

改正がもっとも直裁（ママ）である」 （原告第4準備書面， 3ページ）と主張

するところであるn

（り） したがって、本件地位確認の訴えは、窓法及び公選法の解釈を踏まえ

てもおよそ導き出すごとので斉ない（国会の立法行為がない限り導ぐご

とができない）法的地位の確認を求めるものであり、原告ら 2名の具体

的な権利義務ないし法律関係の存西に関わるも(I)と|まぃぇないから本

件地位確認の訴えは法律上の争訟性を欠く U

イ 本件地位確認の訴えは、公選法等の定めを踏まえれば、仮に原告ら 2名

の主張が認められたとしても、都道府県知事選挙ないし市町村譜会議員退

挙の立候補の届出をした者と国との間に立候補の届出の受理に関する権利

義務ないし法律関係が発生する余地はないという意味でも、法律上の争訟
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性を欠くこと

(7) 本件地位確認の訴えは、前記 1のとおり、立法不作為の違法を理由と

する公法上の法律関係に関する確認の訴えであると整理されるが、次回

の都道府県知事選挙ないし市町村議会謙員選挙におい℃各選挙の選挙

長が原告ら 2名の立候補屈を受理しないという事態になることを防止す

るために、上記各選挙において原告ら 2名が被選挙権を行使することが

できる地位にあることの確認をあらかじめ求める趣旨で訴えを提起した

ものでもあると解される¢

（イ）ごの点、、答弁書第 2(3ないし 6ページ）で述べたとおり都道府県知

事選挙及び市町村議会誦員選挙に関する公選法等の仕組みを踏まえれば、

立候補の届出の受理に関する法律関係は、専ら立候補の届出をした者と

当該運挙の選挙長との間におけるものであって、立候補の届出をした者

と国との間で、立候補の屈出の受理に関する法律関係が生じる余地はな

い（』

すなわち、都道府県知事の選挙については部逍府県の選挙管理委員

が、市町村議会議員の選挙については市町村の選挙管理委員会が、それ

ぞれ管理するものであるとごろ（公選法 5条）、公職の候補者（衆議院議

員又は参議院比例代表選出議員の候補者を除く。以下同じわ）となろう

とする者け、当該選挙に関する事務吝管理すろ遷挙管理委員会によって

選任される選挙長（同法 75条3項）に対して立候補の届出をしなければ

ならず（同法86条の4第 1項）、当該立候補の届出の番森権限は当該選

挙長にある（同条 9項参照）。そして、選挙長は、公職の候補者となろう

とする者からの立候補の届出の受理に際し、当該選挙において届出の

あった者が同法86条の 8第 1項等の規定により当該選挙において公職

の候補者となり、又は公職の候補者であることができない者であること

を知ったときは、その届出を却下しなければならないとされ（同法86 
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条の 4第9項）、また、当該候補者が選学当日被選拳権を有する者でな

いことを客観的に明白な事実として知り得た場合においては、当該屈出

の受理を拒否することができると解されている（黒瀬敏文ほか綴著・逐

条解説公職選挙法改訂版（中） 77 2及び77 3ページ）。

（り）以上の公選法の定め等から明らかであるとおり、都道府県知事選挙な

いし市町村議会議員選挙の立候補0)屈出の受理に関する法律関係は、専

ら立候補の届出をした者と当該選挙の選挙長との間におけるものであっ

て、立候補の届出をした者と国との間に立候補の届出の受理に関する権

利義務ないし法律関係が発生する余地はない。

そうすると、仮に、公選法 10条 1項4号、 5号の憲法適合性に係る

原告ら 2名の主張が認められたとしても、都逍府県知事選拳ないし市町

村議会議員選挙の立候補の届出をした者と国との間に立候補の届出の受

理に関する権利義務ないし法律関係が発生する余地はない。

したがって、かかる観点からも、本件地位確認請求に係る訴えは、当

事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争に当たら

ず、法律上の争訟性を欠く。

ウ小括

以上によれば本件地位確認の訴えは＼原告ら 2名の主張を跨まえても、

原告ら 2名の具体的な権利義務ないし法律関係の存否と関わるものとはい

えず、法律上の争訟性を欠き、不適法である。

(2l本件地位確認の訴えは、確認の利益を欠き、不適法であること

ア 答弁書第 2の2(3ないし 5ページ）及び被告準備書面 (2)第 1(2及び3

ベージ）で述べたとおり、前記(l)イ（イ）で述べた公選法等の仕組みを踏ま

えれば、都道府県知事選挙ないし市町村議会議員選挙の立候補の届出をし

た者と国との間に立候補の届出の受理に関する権利義務ないし法律関係が

発生する余地はなぐ、仮に公選法 10条1項4号、 5号の憲法適合性に係

-8 -
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る原告ら 2名の主張か認められたとしても、原告ら 2名と国との間に都消

府県知事選挙ないし市町村議会議員選挙の立候補の届出の受理に関する権

利義務ないし法律関係が発生するごとはない。

したがって、公選法 10条 1項4月、 5号の各規定が存在することに

よって、原告ら 2名の権利又は法律上の地位に現実的な危険や不安が存在

するとはいえないから、本件地位確認の訴えは、原告ら 2名の権利ないし

法律上の地位に生じている現実的な危険や不安を除去するために有効かつ

適切な手段であるとl;:tいえず、確認の利益を欠き、不i尚法である＂

イ ご0)点、原告ら 2名は、 「被告は｀本訴で違憲判断がされれば地方公共

団体（神奈川県ないし都留市）は当該判決内容に従うのであるから、国では

なく両選挙管理委員会を被告とすれば紛争解決の実効性は満たされると主

張する」が、 「そもそも被告の主張は、地方公共団体も被告適格があるこ

とを述べるにすぎず、国に被告適格がないことを主張するものではない」、

また、 傭造は、地方公共団体を訴えることができる以上、国に対する訴

えは確邸の利益がなくなるかのように主張するが、原街らが究極的に求め

ているのは被i懇挙権年齢の引き下げであり、その抜本的な解決のためには

立法の改正がもっとも直裁（1V)であるから、立法機関である被告国を訴え

ることが最も有効かつ適切である」などと主張する（原告第4準備瞥面・

2及び3ページ）。

しかしながら、本件地位確認の訴えに確認の利益が認められないことは

前記アのとおりであっ℃原告ら 2名の上記主張に埋由がないことは明ら

かである¢

3 本件違法確認の訴えが不適法であること

(1) 本件違法確認の訴えの理解について

ア 原告ら 2名は、本件違法確認の訴えとして、①被告が、公選法 10条 1・

項4号、 5号の各規定を改廃しないごとにより、原告ら 2名について、次
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回「統一地方選挙Jにおける神奈川県知事ないし都留市議会議員の各選挙

において、年齢が満 30歳又は満 25歳に満たないことを理由として、被

選挙権の行使をさせないことが違法であることの確闘（以下「本件違法確

認の訴え（D」という。）、及び②被告が、原告ら 2名に対し、年齢が満 3

0歳又は満 25歳に満たないごとを理由として，上記各選挙において被選

挙権の行使をさせないことが違法であることの確認（以下「本件違法確認

の訴え②」という。）を求めている（訴状• 5及び6ページ）。

イ 本件違法確認の訴え①と同②の差異について、原告ら 2名は、本件違法

確詫の訴え①は、 「被告が本件規定を改廃しないという立法不作為により、

原告能條らに次回統一地方選挙で被選挙権を行使させないことが違法であ

るごとの確認を求め」るものであり、本件逸法確認の訴え②は、 「被告が

原告能條らについて、それぞれ 25歳又は 30歳に満たないことを理由に

被選挙権の行使をさせないという状態を作出することが違法であることの

確認を求め」るものであるとする（訴状 •44及び45 ページ）＂

このような原告ら 2名の主張を踏まえると本件違法確認の訴えO)は、

公選法の規定を改廃するごとなく、公選法の規定を違悪無効としたり合悪

的に解釈したりするだけでは、原告ら 2名の被選挙権を行使し得る地位を

導くことができないという理解を前提とするものであると解される。これ

に対して、本件速怯確屁の訴え②は、公還法の規定を改廃するごとなく、

公選法の規定を違意無効としたり合窓的に解釈したりすることによ 93て、

原告ら 2名())披選挙権を行使し得る地位を導くことができるという理解を

前提とするものであると解される（被告のかかる理解に誤りがあれば、こ

の点に係る原告ら 2名の主張を明らかにされたい。）も

ウ 以下、前記イの理解を前提に、本件違法確認の訴え①及び同②がいずれ

も不適法であることについて逹べる＂

(2) 本件違法確認の訴え①が不適法であること

-IO -
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ア 原告が、ある法律の規定を違窓無効としたり合窓的に解釈したりするこ

とによっても、当核法律に必要な規宗が存在する場合と同様の結論を導き

出すことはできないことを前提に立法不作為の違法確認の訴えを提起して

いる場合、当該追法確認の訴えが適法であるというためには、少なくとも

問願となる権利の某本的な内容等が憲法上一義的に定められていることが

必要であること

（了）前記(1)イのとおり、本件違法確認の訴え①は、公選法の規定を違恵

無効としたり合惹的じ解釈したりするだけでは、原告ら 2名の被選挙権

を行使し得る地位を導くことができないこどを前掃とするものであろ。

かかる違法確認の訴えは、患法上の権利行使に必要な法律の規定が欠

餓しており、その結果，窓法上の権利に対応する国の立法義務違反（立

法不作為の避法，遵憲）を問題とするものと解されるむそのため、ここ

でいう「達法」とは、国（国会）の立法義務違反という意味での違法であ

り、これを言い換えれは国会の立法裁呈の消極的濫用による「違法J

ということにななしたがって、本件違法確認の訴え①で確認が求めら

れているのは、原告ら 2名の憲法上の権利とそれに対応する国（国会）の

立法義務という「公法上の法律関係」というごとになる心

（イ）この点、例えば、実質的当事者訴訟としての立法不作為の違法確認訴

訟を適法とした最高裁令和 4年判決は、国が在外国民に対して次回の国

民審査において審査権の行使をさせないことが憲法の諸規定に違反して

遥法であることの砿認在求める訴えについて、 ［意法79粂4項は、国

民審査に関する事項は法律でこれを定める旨規定するところ、同条は、

2項において、最高裁判所の裁判官の任命について、衆議院謙員総選挙＇

の際に国民の審査に付する旨規定し、また、 3項において、投票者の多

数が裁判官の罷免を可とするときは、その裁判官は罷免される旨規定し

ており、国民に保障された審査権の基本的な内容等が憲法上一義的に定

~ 11 -
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められていることが明らかである凸そのため、国民審杏法が在外国民に

審査権の行使を全く闘めていないことによって在外国民につき、具体

的な国民審査の機会に審査権を行使することができないという事態が生

ずる場合には、そのことをもって、個々の在外国民が有する照法上の権

利に係る法的地位に現実の危険が生じているということができる。」と

した上で、 「当該確認判決を求める訴えは、 （中略）争いを解決するため

に有効適切な手段であると認められ」、 「このように解しても、上記の

とおり、国民に保障された審責権の基本的な内容等が憲法上一義的に定

められていることが明らかであるごと等に照らすと、国会の立法におけ

る裁呈権等に不当に影響を及ぽすことになるとは考え難いところであ

る」として、当該訴えが適法である旨判示している。当該判示につい

ば 「審査権が、同じ・ぐ能動的権利である選挙権と同様、国民が投票権

を行使するという基本的な内容を憲法が一義的に定めていながら、国会

による立法措置がされなければ当該権利を行使することができないとい

う点におい℃他の基本的人権と異なる面があることを踏まえた上で、

そのような特質があることから、本件においては個々の在外国民の権利

が具体的に制限されている場面であることを明らかにし、本件違法確認

の訴えが一般的・抽象的な立法行為の違焦確認を求めるものでなく、こ

の点において事件・争訟性の胆件に欠けるものではないごと、また、確

認の利益を基礎付けるものであることを述べたものである。」と解説さ

れており（大竹敬人「最高裁判所判例解説」法曹時報 76巻 1号36 0 

及び36 1ページ）、最高裁令和4年判決の事案において、立法不作為

の違法確認の訴えの法律上の争訟性及び確認の利益がいずれも肯定され

たのは、上記のとおり、国民審査権の基本的な内容等が憲法上一義的に

定められていたためであると解されるり

（り）このように、最窟裁令和4年判決を例にとれば、国（国会）の立法義務
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は、 「国民に保障された審査権の基本的な内容等が窓法上一義的に定め

られていること」によるものであり、そのような基本的な内容の一義性

のゆえに、国（国会）の立法義務（及び義務速反）を確認したとしても、

「国会の立法における裁墨権等に不当に影響を及ばすことになるとは考

え難い」ということになると解される心

そうだとすれば、原告が、ある法律の規定を違煮無効としたり合憲的

に解釈したりすることによっても、当該法律に必要な規定が存在する場

合と同様の結論を導き出すことはできないことを前提に立法不作為の違

法確認の訴えを提起している場合、少なくとも、問題となる権利の基本

的な内容等が葱法上一義的に定められていない限り、当該違法確認(})訴

えは法律上の争訟性及び確認の利益を欠くことになると解される心

イ 本件違法確四の訴え①で問阻となる都道府県知事及び市町村議会議員の

被選挙権の資格のうち、年齢について、憲法上一義的に定められていると

はいえず、法律上の争訟性及び確詔の利益を欠くこと

本件で問題となる被選挙権について、その内容等が悪法上一義的に定め

られているといえるかについて検討すると、窓法44条は、国会議員の被

選挙権について、 「両議院の議員（中略）の資格は、法律でこれを定める。

但し、人種、信条｀性別｀社会的身分｀門地、敦育｀財産又は収入によっ

て差別してはならないりJど規定すろのみであって、憲法 15条 3項が選

挙権について「成年者による普通選挙を保障するり」と規定するのとは異

なり、被選挙権を有する者の年齢を含む資格については、憲法上何ら定め

られていない。また、後記第 2の2のとおり、被選挙権の年齢と選挙権の

年齢を一致すべきとする憲法上の要請があるともいえない¢

このように、被選挙権を有する者の年齢については、その内容等が憲法

上一義的に定められているとはいえないのであるから、本件違法確認の訴

え①は、法律上の争訟性及び確豚の利益を欠ぎ不道法である。

-13 -• 
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(3) 本件違法確認の訴え②が不適法であること

前記 2(1)アで迷べたのと同様に、公選法 10条 1項4号、 5号が憲法0)

諸規定に違反し、達意無効であったとしても、被選挙権を有する者の資格の

うち、年齢に関する規定が不存在となるだけであり原告ら 2名に都道府県

知事選挙ないし市町村議会議員選挙の被選挙栢という法的地位が森かれるも

0)ではないりそうすると、本（お違法確認の訴え②は、憲法及び公選法の解釈

を踏まえてもおよそ導き出すことのできない法的地位を前提として原告ら 2

名に被選挙権を行使させないことが違法であることの確詔を求めるもので

あって、原告ら 2名の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関わるも(J)

とはいえないから、法律上の争訟性を欠く。

また、上記のとおり、仮に公選法 10条 1項4号、 5号の憲法適合性に係

る原告ら 2名の主張が誇められたとしても、原告ら 2名と国との間に都避府

県知事選挙ないし市町村説会議員選挙の立候補の届出の受理に関する権利関

係ないし法律関係が発生することはないことからすれば公選法 l0条l項

4号、 5号の各規定が存在することによって、原告ら 2名の権利又は法律上

の地位に現実的な危険や不安が存在するとはいえないから、本件遠法確認の

訴え②は、確認の利益も否定される＂

したがって、本件速法確認の訴え⑫）は、法律上の争訟性及び確認の利益を

欠喪、不滴法であろ。

第2 被選挙権の怠法上の位置づけに係る原告らの主祇の誤り

1 はじめに

本件各規定の憲法適合性（違憲審査基準）に係る原告らの主張は、①被選挙権

は国民主権原理に基づき憲法によって保障された権利であるところ、同じ国民

主権原理に基づく選挙権と表裏の関係にあること、治者と被治者の自同性及び‘

普涌選挙の理念に照らせば、被選挙権者と選挙権者は一致するごとが求められ

-14 -
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る（選挙権者は被選挙椎を有することがベースラインとなる）ということを前提

として、②本件各規定によって本来被選挙権を有する者の権利行使が制約され

ており、それは被選挙権に対する重要な制約であるから、厳格な審査が求めら

れるというものと解される。しかしながら，原告らの上記①の主張は誤ってお

り，ごれを前提とする上記②の主張もまた誤っていな

2 選挙権の資格年齢と被選挙権の資格年齢が一致することは、憲法上の要請で

はないこと

(1) 原告らの主張

ア 原告らは、 「被選挙権が選挙栢と表裏一体の基本的権利であること、民

主政における治者と被治者の自同性、普通選挙制度の趣旨等からすれば、

選挙権年齢と披選挙権年齢を一致さ甘るごとが原則であJり（原告第4準

備書面 •5 ページ）、 「ある者は選挙権と被選挙権をセットで行使でぎ

ある者はその内の一方の権利しか行使できないという状況は、国民主権の

原則形態から逸脱した例外的事態である」（原告第 3準備書面・ 13ペー

ジ）と主張する。

イ その上で、原告らば①国民主栢の権力的契機に係る議論において、

「選挙で投票するだけの政治的意恩決定能力があれば、権力行使の担い手

として［治者Jとなることを前提としていること」からすれば、 r r治

者」としての資格である被選挙権年齢も選挙権年齢に一致させるごとが、

民主制における埋念として要請されるべき」であり＼ 「治者と被治者の自

同性が両者の一致を現実的に求めていることは国民主権に関する憲法学の

理論的帰結である」 （原告第 5準備書OO・13及び 14ページ）とか、②

「普通選挙制度は制限選挙の対概念として考えられており、制限選挙制度

の廃止には被選挙権に対する制限の撤廃も含まれている」から、普通選挙

制度の趣旨は被選挙権にも及び、 「憲法 15条3項が定める「成年」に選

挙権を認めるならば、被選挙権年齢も「成年」年齢に一致させることが原

~ 15 -
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Ullとなる」などと主張する（原告第 5準備書面・ 14及び l5ページ）。

i2) 「治者と袖治者の自同性」という概念から、選挙権年齢と被選挙権年齢(J)

一致が求められるものではないこと（原告らの前記 (1)イ①の主張に対する反

論）

被告準備書面 (2)第3の1(2)イ (Y)(9及び 10ページ）で述ぺたとおり

「治者と被治者の自同性」は、紛治する者と統治される者が全く同一である

ことを求める概念ではなく｀ 「治者と被治者(f）自同性」をもって, 「披選挙

権年齢も「成年」年齢に一致させることが原則となる」ということの根拠と

なるものではないから、原告らの前記（1)イ①の主張は理由がない。

(3) 普通選挙の原則から、選挙権年齢と被選挙権年齢の一致が求められるもの

ではない::.と（原告らの前記 (1)イ②の主張に対する反論）

被告準備書面 (2)第3の1(2)イ（イ） （1 0及び 11ページ）で述ぺたとおり

普通選挙制度は、性別や経済的要件等で選挙権（選挙人の資格）の有無を区別

してはならないことを求めるも(/)であり、被選挙人の蛍格と直接結びつくも

のではない＂

したがって、普通選挙制度の趣旨を理由として、選挙権年齢と被選挙権年

齢が現実的に一致することが「国民主権の原則形態」であるとする原告らの

前記（1)イ②の主張には諭理の飛躍があり、同主張は理由がないa

(4) 小括

以上のとおり、治者と被治者の自同性、普通選挙といった憲法上の要請を

板拠に、選挙権を有する者に披選挙権を与えること（選挙権の貞格年齢を被

選挙椎の資格年齢と一致させること）が要請されているとはいえないから（学

説上も、例えば小嶋和司教授は、 「被選挙資格の条件については、選挙人資

格のそれと対比してどうなければならぬといった原則はな」いことを明言す

る（乙 13 • 3 4 0ページ）。＇）、これらが一致することが原則であるとする

原告らの主張は理由がない。
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第3 本件各規定は、憲法 14条1項及び44条ただし書に違反するものではない

こと

1 本件各規定が憲法 14条 1項及び 44条ただし書に違反するものではないこ

とは本件各規定が憲法 15条等に違反しない旨のこれまでの被告の主張を踏

まえれば明らかであること

(1)原告らは、本件各規定の窓法適合性について、①合理性なく原告らの披選

挙権を剥奪するもので、憲法前文、 1条、 1 5条 1項、同条 3項、 44条た

だし薔 9 2条 93条に反する、②年齢に渚目して、合理性なく被撰挙権

の行使の取扱いを異にする点で窓法44条ただし書に速反する、③町村総会

を設置する自治体に居住するか否かに着目して、合理性なく届住する若年政

治の政治参加権の取扱いを異にする点で宗法 14条 1項、 44条ただし書に

達反する旨主張する（原告ら第 9準備響而）。

(2) しかしながら、被告準備書面（1)第 2の3(2) (7ページ）で述べたとおり、

地方議会の議員及び地方公共団体の長の被選挙権の年齢要件を含打選挙制度

の内容の一環どして定められる被選挙権の内容に関する立法は、国会が具体

的に定めたところが、地方自治の本旨のような基本的な婆請や法の下の平等

などの意法上の要請に反するため、惹法が国会に委ねた裁鼠権を考慮しても

なおその限界左超えるものとしてごれを是膵するごとができないとされる

場合に、初めて憲法に違反することになるものと解されるもそして、同第 2

の4(7ないし 11ページ）で述ぺたとおり、本件各規定は、立法）付の合理的

裁量の範囲内にあり、窓法 15条等の憲法の諸規定に違反するものではない。

なお、原告らが書証として提出した文献においても、 「本條（引用者注；憲

法44条）は，両議院が、 ［全國民を代表する選挙された議員で」組織され

ることを要求した前條の規定とあいまつて、選挙権や被選挙権について、い

ちじるしく高い年齢制限をおくごとを禁止しているとみるべきである」（甲
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B40・760ページ）としつつ、 ［もちろん、第43條及び本條は、すべ

ての成年者に選挙権と被選挙権とを興えることまでも要求するものではない。

従って、参議院誦員の資格を 30歳以上とするごとは、差支えない，，」（同

号証． 76 1及び76 2ページの（注 10))と指摘されたり 「公職選挙法

は、被選挙権の年齢要件として、 （中略）衆議院議員については 25年、参議

院議員については 30年と定めているが、これは別に本条（引用者注：憲法

44 条）に違反することはない。」（甲 B22•362 ベージ）と指摘された

りしているところである¢

したがって、原告らの前記（l)の主張はいずれも理由がない，）

2 町村給会の有無に基づく区別は、原告らの権利利益に何ら関係するものでは

ないから、本件において問題となることはないこと

前記 1(1)で前ぺた原告らの主張③については、更に、以下の点を指摘する

ことができ、原告らの主張には理由がない。

(1)原告らの主張

原告中村涼夏及び同能条桃子を除く原告らは、 「公職選挙法 10条 1項 5

号は、町村総会を設置せず議会を設置している市町村住民に対しては、かか

る地方政治への参加権限を剥奪する」ものであり、 「同じ年齢の国民であっ

も｀自治体が「町村総会を設置しているか否か」によって 2つの区分に分

け、地方政治への参加権限について異なる取り扱いをしているJ c!:して、同

号の規定は憲法 14条 1項及び44条ただし苦に反しており、違恵無効であ

る旨主張する（原告第 8 準備昌面 •7 、 8及び 12ページ）。

(2) 被告の反論

ア 地方自治法 94条は、 「町村は、条例で、第89条第 1項の規定にかか
． ，  

わらず、議会を置かず、選挙権を有する者の総会を設けることができ

る。」と定め、いわゆる町村総会について規定すふ同法89条 1項は、

「普通他方公共団体に、その議事機関として、当該普通地方公共団体の住
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民が選挙した議員をもつて組織される議会を置し」と定めるところ、町

村総会は、その特例として、 「住民も非常に少なく，単ーな社会構成を有

する町村で、選挙権を有するものが、事実上一堂に会して、会議を開き、

その団体意思を決定するごとが可能なものにおいては、条例で識会を設け

ないで」同法 94条の規定により設けるごとができるものである（松本苺

昭「新版逐条地方自治法（第 9次改訂版）」 36 4ページ（乙 16))。そ

のため、町村総会は、憲法 93条1項にいう「議事機関」としての「議

会」に当たるものと解される，）

イ 原告らの前記(1)の主張は、 「町村」に居住する選挙権を有する者が、

公選法 10条 1項5号の規定により、居住自治体に町村総会が設けられて

いる場合には「議会Jに相当する町村総会に参加する資格が認められるの

に対し、居住自治体に町村総会が設けられていない場合には「謙会」に参

加する資格が認められない場合があるという点において、 「地方政治への

参加権限」に係る取扱いを異にすることを理由とするものと解される。

原告らが主張する「地方自治への参加権限」が意味するところは不明確

であるが、この点をひとまずおくとしても、上述したとおり、町村総会を

設置することができるのは「町村」に限られるところ、 「町村」に居住す

る原告らはいないから、原告らの主張する取扱いの差異は、原告らの権利

利益に何ら関係するものではない。すなわち、仮に原告らが主張する取扱

いの区別に合理性が認められないとされたとしても、公選法 10条 1項 5

号の規定のうち合理性が認められないとされるのは、町村議会の議員に係

る被還挙権の年齢要件に限られるのであって、本訴訟における各請求の当

否の判断に何ら影響するものではないのである。

したがって、原告らの前記(1)の主張は、請求の当否に関連しないこと

が明らかであって、失当というほかないり
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第4 最高裁平成 17年判決が用いた判断枠組み（遵憲審査基準）が本件にも適用さ

れるとする原告らの主張に理由がないこと

1 原告らは被告の土張を正解していないこと

(1) 原告らの主張

原告らは、①被告において、 「被選挙権が「国民主権の原理に由来」する

権利であることをもって、最面裁平成 17年判決が示した違憲審査基準が本

件に妥当するとの原告らの主張には、論理の飛踵がある」（被告準備書面（2)

第2(J） 1 (2)ア・ 4ぺ←ジ）と主張した点について、被告が引用した高橋和之

教授の諭文（乙 12)の該当箇所は「平成 17年最大判基準との関連性につい

ては何ら言及して」おらず、 「平成 17年最大判基準の射程と国民主権原理

の関連性を否定する根拠にはなり得ないJ旨主張する（原告第 5準備書面・

2及び‘3ページ）。

また、原告らは、②被告において、高橋和之教授も「被選挙稲について烏

選挙権と慮法上同等の権利であることを否定して・，被選挙資格の制限に関し

広い立法裁量があることを認めている」（被告準備書面 (2)第2の1(2)イ・

4及び5ページ）と主張した点について、 「被告の主張は高橋論文の誤った

理解を前提としており、被告による高橋論文の引用は被告())主張を裏付けて

いない被選挙権が惹法上の権利であることは判例や学説において争いはな

い。被選挙権の憲法的保障を否定する被告の主張は採用できないで」と主張

する（原告第 5 準備書面 •3 ないし 5 ベージ）¢

(2) 被告の反論

ア 原告らの前記 (1}①の主張に対する反論

被告は、被告準備書面 (2)第2の1{2)ア(4ページ）において、最高裁平

成 17年判決は選挙権に関する判断を示したも(/)であるところ、選挙権と

被選挙権がともに「国民主権の原理に由来」する権利であるとしても、国

民主権に基づく「権利論および制度論における具体化は多様でありうる」
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ことから、国民主権の原理が、被選挙権が選挙権と同等の惣法上の保障を

受けるものであるごとを十分に説明するものではなぐ同原理を理由とし

て最高裁平成 17年判決が示した判断基準が被選描権についても及ぶとす

る原告らの主張には｀諭理の飛蹄があるということを指摘したものである凸

被告準備書面 (2)節 2(J)1(2)イ (4ページ）で述べたとおり、被選挙権を

行使する（被選挙資格を有する）者は、実際に選定された場合には、継続し

て一定の知識や経験を要する公的職務に従事することが想定されており、

例えば、都道府県知事であれば、当該都道府県の運営について総合的統一

を確保する柿限を有し，市町村長の職務にも包摂されない複雑困難な事務

を管理執行する職務に一定の期間にわたって従事することとながこの

ような活動への従事が想定される被選挙権と、投票行為により完結し、上

記のような公的職務への従事をおよそ想定し得ない選挙権とでは、明らか

に権利の性質を異にするのであるから、憲法上の保障について選挙権と被

選挙権とを同一視することはできない＂その上、前記第 2の2のとおり、

選挙権の資格年齢と被選挙椎の資格年齢が一致することは、憲法上の要請

でもない。これらを踏まえれば、選挙権に関する判断を示した最裔裁平成

1 7年判決の射程が本件に及ばないごとは明らかであって、原告らの前記

(l)①0)主張は理由がないし

イ 原告らの前記 (1)②の杢張に対する反論

また．被告準備書面(1)第 2の3(1) (6ページ）で述ぺたとおり、被告も、

被選挙椎が憲法上の枷利であることは当然の前提としている。その上で、

被告は、被告準備書面 (2)第2の1(2)イ(4及び5ページ）において、被選

挙権が選挙権と憲法上同等の保障を受け得る権利であるとはいえないこと

を指摘したにとどまり、被告が「被選挙権の憲法的保障を否定」している

とする原告らの前記(1)②の主張は理由がない。

2 最高裁平成17年判決や最高裁令和4年判決の事案は、いずれも木件と事案
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を異にするものであること

(1) 原告らの主張

原告らは、最商裁平成 l7年判決が用いた判断枠組みが本件にも妥当する

ことの論拠とし℃ ①最高裁平成 17年判決と同様の判断枠組みを用いた最

高裁令和 4年判決の事案よりも本件の方が、最高裁沖成 17年判決の事案と

共通する窓法規定が多いこと、②最高裁平成 17年判決の判断枠組みの採否

に係る最も重要な嬰素は、問題となる緬利と国民主権原理の［距離」である

ところ、被選挙権の性質は、最高裁令和 4年判決で問題となった国民審査権

よりも選挙権と密接といえること③被選挙権は選挙権と対をなす権利であ

るところ、近時の裁判例においても、選挙事項法定主義を埋由として最高裁

平成 17年判決の判断枠組みを否定するという考え方を採用していないごと、

④最高栽令和4年判決で問題となった国民審査権についても、無法上、それ

を有する者の資格について具体的な定めは置かれていないから、被選挙権者

の資格について具体的な定めが置かれていないことは理由にならないこと、

⑤多数派が少数派の被選挙権を制限するという危険が生じる場面においてはh

厳格な審査が亜請されるから、最高裁平成 17年判決の判断枠組みの採否に

当たり、当該列挙事由に当たるか否かは重要視されるべきでないことなどを

挙けるようである（原告第 5 準備書面• 5ないし 11, 2 0及び21ページ）。

(2) 本件各規定による被選挙権の資格年齢の制限は、木来被選挙権を有する者

の権利行使を制約するものではなく、選挙制度の内容を構築するものであっ

て、選挙事項法定主義の考え方が妥当すること

ア 被告準伽書面 (2)第 2(fJ2(2) (6ないし 8ページ）で述べたとおり、最高

裁平成 17年判決の事案で問題となった国会の両議院の議員の選挙におけ

る選挙権については、憲法上、国民に対し、主権者として、両議院の議員

の選挙において投票をすることによって国の政治に参加することができる

権利を保障していると解されるものであって、憲法 15条3項により、成
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年者による普通消挙が保障されている。

また、最高裁令和4年判決の事案で問題となった国民審査())審査権につ

いては、憲法上、国民固有の権利である公務員の選定罷免権の一内容を構

成するものとして保障していると解されるものであって、その主体につい

て憲法上明示的な定めはないものの、審森権が国民による公務員の罷免権

（憲法 15条 1項）を意法上唯一具体化したものであり、窯法制定過程の議

諭でも、衆議院議員総選挙において選挙権を行使する除に、併せて審査稲

を行使することが当然の前提とされていたごとからすれば、その盗格は、

原則として、同一の機会に行仰することが予定された選挙における選挙人

(f）肖格（［成年者」であること）と同じであると解されるものである（大竹

•前掲「最商裁判所判例解説」 3 4 2及び34 3ページ）。

そして、選挙権と審査権は、いずれも投栗行為により完結し、公的職務

への従事をおよそ想定し得ない権利である。

イ これに対し、前記第 1の3(2)イのとおり、被選挙権については、憲法

44条において両議院の議員の資格について法律事項とする旨定める以外

に明示的な規定がなく、前記第 2の2のとおり、原告らが主張する国民主

権の原理からその内容を一義的に決定することはできない¢その上、被告

準備習血 (2)第 20)1(2) f (4 べ—ージ）で述べたとおり、被選挙権を行使し

て実際に選定された場合には継続して一定の知識や経験和有すろ公的職務

に従事することが想定されている。このような被選挙権の権利としての性

質と前記アで述べた選挙椛の権利としての性質との違い等に照らし、披選

挙権について、選挙権と意法上同等の保障を受け得る権利であるとはいえ

ず、選挙権の年齢要件と被選挙権の年齢要件を一致させることが憲法上の

要請であるともいえないから、結局被選挙権の主体については、憲法上、

それが参政権の一種として［国民」に与えられるということ以上の具体化

はされていない（論理的に要請される一定不変の形態が存在しない）という
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である＂

ウ 以上に述べた点を踏まえて、最高裁平成 17年判決及び最高裁令和4年

判決の各事案と本件の事案との違いについてみると、最高裁平成 17年判

決及び最高裁令和 4年判決の各事案では、いずれも悪怯上の椛利の主体と

して認められた者について、本来であれば行使できるはずの憲法上の権利

の行使が制限されているという事情があり、このような制限については、

厳格な基準により合忠性の審祉がされるべさであると判断されたものと考

えられる（大竹•前掲「最高裁判所判例解説J 3 4 5ページ）。

これに対し、本件の事案では、前記イのとおり、そもそも、原告らが、

原告らにおいて問題とする各選挙の被選挙権を当然に有する者ではなく・，

本来であれば行使できるはずの権利の行使が制限されているという事情は

存在しないりしたがって、最商裁平成 17年判決及び最商裁令和4年判決

の各事案において厳格な基準により合憲性の審査がされた理由は、本件の

事案には妥当しないQ

このことは、被選挙権の内容を定めた本件各規定が｀被選挙柚の行使を

制約するものではなく、選挙制度の一内容を構築するものであることを意

味しており、本件では、選挙事項法定主義の考え方が妥当するのである。

工 したがって、最高裁平成 17年判決及び最高裁令和 4年判決は明らかに

木件と事案を異にするものといえ、合憲性の判定l7ついて最高裁平成 17 

年判決が採用した判断枠組みを本件に用いるぺきではないから、原告らの

前記(1)①ないし⑥の各点はいずれも理由がない¢

第5 諸外国の状況に関する原告らの主張に理由がないこと

1 原告らの主張

原告らは、本件各規定は「若者が一般に低能力であるというごとを前提にし

ているが、ごのごとは酒時の研究によって否定されてJおり、諸外国で被選挙
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権年齢の引下げが進められている実情は「 25歳または 30簸末満の若者に社

会経験に基づく思庶・分別が客観的に備わっていることを示している」などと

主張する（原告第 6準備書面・ 12及び 13 ページ。原告第 4 準備書面• 9な

いし 10ページも同旨。） D 

2 被告の反論

しかしながら、年齢と社会経験の多少には、一般的に比例関係があると考え

られ、そのような考え方には合理性が認められるところ、本件各規定は、被選

挙権が、選定された場合には一定の知識や経験を要する職務に従事するごとを

当然に予定しているごとを踏まえ、社会経験から出てくる思虐と分別に着目し

たにすぎず、若者一般について能力が低いことを前提とするものではない原

告らは、本件各規定の意義を正解しておらず、主張の前提を誤っている，

また、原告らは｀ 25歳未満の若年の候補者が実際に選定されている事実な

どを挙げて、これらの者にも「十分に公務執行に必要な「社会経験に基づく思

慮・分別」があることを裏付けている」旨主張する（原告第 6 準備書面• 6ペ

ージ）。しかしながら、選弟制度は、それぞれの国において、その国の事栢に

即して具体的に決定されるべきものであり、そこに論理的に要請される一定不

変の形態が存在するわけではないことからすれば、原告らが指摘する事例を安

易に一般化し、本件各規定の不合理性を根拠づけるものということはできない。

したがって、原告らの前記1の主］侭は理由がない。

第6 被逍挙権の年齢要件において社会経験から出てくる思慮と分別に着目したこ

とは、 「思い込みと偏見に依拠したもの」ではないこと

1 原告らの主張

原告らは、被告が、被告準備書面 (2)第 3の2(2)ア(II及び 12ページ）に

おいて、 「被選挙権の年齢制限は、公職に就いた場合に必要とされる知識や経

験を踏まえた合理的な規定であるごと」を主張したのに対し、 「被告は、自身
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の主張の合理性を裏付ける研究等の客観的な証拠を全く提出しないJが、 「客

観的な証拠を掃出できないのは、被告の主張が．思い込み・偏見のみに基づく

ものであるからである」（原告第4準備書面・ 10ベージ）とした上で、斎藤宙

治准教授の意見書（甲 B5 1)を引用して、 「人びとの年齢や属性、前提知識(})

有無に関わらず、国民全体が被選挙権年齢の引き下げに賛成していることが明

確に示されている。」（原告第7準備書面・ 14及び15ページ）と主張する。

2 被告の反論

(1) しかしながら、披告の被告準備書面（＇l）第 3の2(2)ア(11及び 12 

ジ）における主張は、被選挙権を行使する（被選挙資格を有する）者が実際に

選定された場合には、継続して一定の知識や経験を要する職務に従事するこ

とが当然に予定されていること（同準備書面第 2の1(2)イ・ 4ページ）を踏

まえ、かかる職務を全うするためには相当な知識や豊宮な社会経験等が必要

になると考えられることを考意して｀被選挙権の行使については、社会経験

から出てくる思庵と分別に着目して-定<1）年齢制限を設けたものであると主

張したものであなこれは、年齢と社会経験の多少には一般的に比例関係が

あると考えられるという常識的理解を基にしたものであり、原告らがいうよ

うな、若年者には議員にふさわしい思慮と分別がないという考え方を前提と

するものではない。

もとより、社会経験())ない若年者の中にも、地方闘会議員や都消府県知事

の職務を全うするに足る思慮・分別を有する者がいる可能性は否定しないが、

かかる能力の有無のみに着目して、これを｛皿1J的に判断して被選挙椎｛被選

挙資格）＇の有無を決定することとなれば、恣意的な運用となるおそれが強く、

公正な選挙の理念に反するおそれがあるから、被選挙権を有する者の資格に

ついて、社会経験の多少を示す物差しとして年齢という客観的な要素を用い

ることには十分な合理性がある。

(2) したがって、被告の主張が「思い込み・偏見のみに基づくものである」と
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する原告らの主張には、理由がない。

第7 町村総会の構成員となる資格があるとされることは、市町村議会の議員とな

る資格があることを裏付けるものではないこと

1 原告らの主張

原告らは、 「国政に比べて直接民主制的要素を持つ構造Jとなっている住民

自治の具体化として設けられた町村総会において、その参加能力者のペースラ

ィンが l8歳以上とされていることを挙げて、市町村は［共通の性格を持つ基

礎的な地方公共団体（地方自治法 2条 3項）と位置づけられて」おり 「町村と

市の間には「職肯に大きな違いがな」＜「町村総会構成員と市議会議員との間

で求められる能力の違いもそれほどない」とされる」から、 「町村総会におけ

る政治参加能力のベースラインが 18歳以上であるというごとは、市町村議会

における政治参加能力のベースラインが 18歳以上であることを意味」してお

り、 「地方自治法は、 1 8簸以上の住民に市町村議会に参加する能カ・知見・

経験があることを認めている」旨主張する（原告第 8準備沓面・ 2ないし 5ペ

ージ）。

その上で、原告らは、 「町村総会制度の参加権が 18栽以上と定められてい

ることはf議会にまつわる権限を行使する者として 18絨以上」の者に政治的

参加「能力があるごとを前提に法が構築J （括弧内略）されていろごとを意味J

しており、 「町村総会制度の存在により、市町村議会における政治的決定能力

の基準も同じように 18歳以上に設定されていると解すべき以上、被選挙権年

齢を 25歳以上と定めることについてやむを得ない事由はないJと主張する

（原告第8準備書面， 6ページ）。

2 被告の反論

(1)しかしながら、住民によって直接選挙されることで選定される地方謙会膳

員は、憲法上の住民自治の原則を具現化するため、議会が行う各種事項等に
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いて、議事に参与し、議決に加わるなどして、住民の代表としてその意思

を当該普通地方公共団体の意恩決定に反映させるべく活動する百務を負うも

のである（最高裁令和 2年 11月25日大法廷判決・民集 74巻8号22 2 

9ページ参照）のに対し、町村総会の構成員は「住民の負託を受けた議員と

しての百務」（同判決）を負うものではないから、そこで求められる職責鳴

務内容）もおのずから異なるというぺきである。この点については、東京地

方裁判所令和 2年7月9日判決（判例秘書登載）も、 「町村総会は、そもそも

選挙権を有する者全員によって組織される直接民主制に近い制度であり、そ

の構成員となることと、代表民主制の下において（i巽挙を涌じて）住民の代表

として議員になることとは、自ずとその職責に違いがあるといえるから、直

ちに、両者を同列に取り扱わなければならないということにはならない。J

と判示しているとごろである。

このように、町村総会の構成員と町村譲会の議員の職責に違いがあること

に照らせば両者を同列に扱うべきであるかのようにいう原告らの主張は理

由がない心

(2) また、原告らは、町村総会の構成員と町村議会の議員に関する議諭が市議

会の議員にも当然に当てはまるかのように主張するが、当該主張は、他方自

治法が［市」と［町村Jを区別し (8条参照） ｀ 「町村」に限定して町村総会

の制度を設けていることを無視するものであり、理由がない。

すなわち、地方自治法においては、市となるべき要件として一定の人口や

市街地を形成している戸数の全戸数に対する割合、商工業咎都市的業船に従

事する者の数等に関して条件が付されている (8条 1項）Qまた、個別の行政

法規においても、例えば、福祉に関する事務所の設置が市では義務付けられ

ているのに対し、町村では任意とされていること（社会福祉法 14条1項及

び 3 項）や、都市計画区域が市では必ず指定されるのに対し、•町村では人口、

就業者数等の一定の要件を満たすもののみが指定されるごと（都市計画法 5
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条 1項lといった柑違かあり、市の方が町村とttべてより多くの事務を処埋

しなければならないこととされていなこのように、市と町村とは、おのず

からそこに経済的社会的な性格の相達が予定されているのであって、地方自

治法は、そのような市と町村の相速を跨まえ、町村についてのみ町村総会の

制度を設けているのであり、この点を看過して、市議会の謙員と町村議会の

議員の職責が同ーであるかのようにいう原告らの主張は理由がない。

(3) 以上のとおり、町村総会の構成員となる資格があるとされることは、町村

議会の議員となる資格があることを要付けるものではなく、ましてや市議会

の議員となる資格があることは導かれないから、原告らの主張は理由がない。

第8 結語

以上のとおり、本件各確認の訴えはいずれも不適法な訴えであるから、速や

かに却下されるべきであり、また、原告らのその余の請求はいずれも埋由がな

いから、速やかに棄却されるべきである。

以上
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